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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 （千円） 15,228,594 12,853,113 13,985,200 15,330,513 13,610,195 

経常利益 （千円） 397,895 101,487 572,298 597,695 611,098 

当期純利益 （千円） 120,794 137,529 241,297 193,771 279,049 

持分法を適用した 

場合の投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 1,024,943 1,024,943 1,092,443 1,092,443 1,177,443 

発行済株式総数 （株） 18,910,000 18,910,000 19,910,000 19,910,000 2,091,000 

純資産額 （千円） 759,867 888,180 1,268,495 1,473,215 1,940,954 

総資産額 （千円） 5,581,924 5,720,242 5,671,281 5,777,412 5,509,898 

１株当たり純資産額 （円） 40.18 46.97 63.71 73.99 924.19 

１株当たり配当額

（うち１株当たり 

中間配当額） 

（円） 
－ 

（－）

－ 

（－）

－ 

（－）

2.50 

（－）

50.00 

 （－）

１株当たり当期純利

益 
（円） 6.39 7.27 12.59 9.73 135.54 

潜在株式調整後１株

当たり当期純利益 
（円） － － － － － 

自己資本比率 （％） 13.6 15.5 22.4 25.5 35.2 

自己資本利益率 （％） 17.34 16.69 22.38 14.14 16.35 

株価収益率 （倍） － － － － 23.98 

配当性向 （％） － － － 25.7 36.9 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － 1,044,629 154,309 373,798 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － △78,542 △205,147 △22,559 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － △285,915 △420,000 35,225 

現金及び現金同等物

の期末残高 
（千円） － － 1,785,760 1,314,923 1,701,387 

従業員数 （人） 461 515 516 531 539 



 （注）１．当社は、連結財務諸表を作成しておりませんので、連結経営指標等の推移については記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．持分法を適用した場合の投資利益については、第20期、第21期は、関連会社の損益等からみて重要性が乏し

いため、また第22期、第23期及び第24期は、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４．第22期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期

純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

５．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

６．第20期、第21期、第22期及び第23期の株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もし

ていないため、記載しておりません。 

７．従業員数は、就業人員であり、臨時雇用者数は従業員に対して10％未満のため、記載しておりません。 

８．第22期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、中央青山監査法人の監査を受

けており、第20期、第21期の財務諸表については監査を受けておりません。 

９．当社は、平成17年４月11日付で株式10株を１株に併合しております。 



２【沿革】 

 （注）１．ハウジングサービス ：当社の施設内に、お客様が所有する機器を設置するとともに、その管理機能も提供

するサービス 

２．ホスティングサービス：当社の施設内に、当社がサーバー（コンピューター）を調達・設置し、お客様に運

用管理機能とともに提供するサービス 

３．ＥＲＰ(Enterprise Resource Planning)        

：企業全体を経営資源の有効活用の観点から統合的に管理し、経営の効率化をはかる

ための手法・概念のことで、「企業資源計画」と訳されます。 

昭和57年10月 日本アイ・ビー・エム株式会社の特約店として、兼松江商株式会社（現 兼松株式会社）と日本

アイ・ビー・エム株式会社の共同出資により、東京都品川区西五反田二丁目19番３号に日本オフ

ィス・システム株式会社を設立 

  ＩＢＭ事務機の日本総代理店としてタイプライターの販売及び保守サービスを開始 

昭和58年３月 本社を東京都品川区西五反田一丁目31番１号に移転 

  ＩＢＭタイプライターに加えシステム製品の取扱いを開始 

昭和63年６月 ＩＢＭ ＡＳ／400（現ｅ－ｓｅｒｖｅｒ ｉシリーズ）の販売開始 

平成元年１月 兼松株式会社と共同出資により、コンピューター関連サプライ品及びＯＡ機器の販売を目的とし

て株式会社ビジネス・リンクスを設立（持株比率60％） 

平成２年４月 片桐機械株式会社と共同出資により、北海道オフィス・システム株式会社を設立（持株比率

40％）し、北海道内の営業活動を推進 

８月 ＩＢＭ ＲＩＳＣシステム／6000シリーズの販売を開始 

平成３年３月 ＩＢＭノートパソコンＰＳ／55Ｎｏｔｅの販売を開始 

平成４年１月 当社株式額面を50円に変更のため、兼松フードシステム株式会社（昭和23年10月１日設立）と合

併 

平成６年２月 本社を東京都品川区西五反田三丁目７番10号に移転 

平成９年１月 ソフトウェア総合保守サービス「ＮＯＳサービスパック」の提供開始 

平成12年２月 本社を東京都中央区日本橋箱崎町36番２号に移転 

10月 ハウジングサービスの提供開始 

  業績不振の株式会社ビジネス・リンクスを解散し、営業権を旧経営陣に譲渡 

平成13年８月 ホスティングサービスの提供開始 

平成14年５月 北海道オフィス・システム株式会社株式の一部譲渡（持株比率19％） 

６月 兼松コミュニケーションズ株式会社のＩＴ開発・運用部門の営業権を譲り受け、ＩＴソーシング

事業部として東京都港区に芝事業所を設置 

平成16年１月 執行役員制度及び社内カンパニー制を導入 

    10月 

平成17年10月 

株式会社アルゴ21より、ＰＣ保守サービス事業の営業権を譲受 

当社オリジナルオンデマンド対応ＥＲＰ「Ｆｉｎｅ Ｃｒｅｗ ＮＸ」のサービスを開始 

    12月 ジャスダック証券取引所に株式を上場（証券コード：3790） 



３【事業の内容】 

当社は、ＩＢＭのソリューションプロバイダーとして、お客様のＩＴライフサイクル全般にわたるサービス、すな

わち、コンサルティング、エンタープライズ・システムインテグレーション・サービス（※１）、ネットワーク基盤

構築、保守サービス及びＩＴマネージメント・サービス（※２）といった情報サービス事業と、システム構築サービ

スに係るソフトウェア、コンピューター及び関連機器を販売するシステム販売事業を行っております。また、これら

の活動を技術分野ごとに、ソリューション事業、サービス事業、ＩＴソーシング事業の３つの社内カンパニーに分

け、営業統括部門が各カンパニーとの密接な連携のもと技術を横断的に活用し、全社でお客様の課題の解決を提案し

ています。 

  

当社の事業の種類別の内容は次のとおりであります。 

  

エンタープライズアプリケーション・サービス 

情報システムの企画提案から、要件定義、開発・構築、運用に至るまで、システム構築に係る一切を総合して提

供するシステムインテグレーション・サービス。 

  

システムエンジニアリング・サービス 

ネットワークインフラ構築及びシステム技術サービス、ハードウェア・ソフトウェアの導入、設置、点検作業の

サービス。 

  

システムマネージメント・サービス 

ユーザーの情報システムの安定化と効率化を目指した運用管理業務を受託するアウトソーシング・サービス。 

  

カスタマーエンジニアリング・サービス 

ハードウェアの予防保守、故障によるオンサイト保守（※３）、センドバック修理（※４）等の運用管理保守サ

ービス。 

  

システム販売 

ＩＢＭブランドを中心とした中型オフィス・コンピューターからパソコン及びソフトウェアを主力とし、関連す

るプリンターなどの周辺機器並びにネットワーク機器の販売。 

  

（注） 

※１．エンタープライズ・システムインテグレーション・サービス 

企業の業務全般にわたるコンピューターシステムの導入をサポートするサービスのことです。 

※２．ＩＴマネージメント・サービス 

ハードウェアやソフトウェアの運用維持管理サービスのことです。 

※３．オンサイト保守 

お客様の機械設置先に技術員を派遣し、現地で機械修理を行う保守契約のことです。 

※４．センドバック修理 

お客様より故障した機械を当社にお送りいただき、修理実施後お客様に返送する修理形態のことです。 



事業系統図は次のとおりであります。 

４【関係会社の状況】 

 （注） 兼松株式会社は、有価証券報告書を提出しております。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員は就業人員であり、臨時従業者数は、従業員に対して10％未満のため記載しておりません。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３．上記には、受入出向社員１名を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

名称 住所 
資本金 
（百万円） 

主要な事業の内容 

議決権の所有 
（被所有）割合 

関係内容 
所有割合 
（％） 

被所有割
合（％） 

（その他の関係会社） 

日本アイ・ビー・エム

株式会社 

東京都港区 135,300 

コンピューター及

び関連する情報処

理業 

－ 25.2 

当社取扱商品の仕

入、販売及びサー

ビスの提供。 

（その他の関係会社） 

兼松株式会社 （注） 
東京都港区 27,780 商社 － 25.2 

当社取扱商品の販

売、サービスの提

供。 

役員の兼任あり。 

  平成17年12月31日現在

従業員数 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与 

539人 38歳４か月 13年２か月 5,761,796円 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

当事業年度におけるわが国の経済は、原油価格をはじめとした原材料価格の上昇という不安材料を抱えながら

も、米国及び中国経済の伸びに支えられ製造業を中心に投資意欲は強まり、有効求人倍率も堅調に改善するなど着

実に景気が回復いたしました。 

ＩＴ業界におきましても、依然として価格に対する下落圧力は続いているものの、企業の設備投資の増加やアウ

トソーシング利用に対する需要の増加に伴い、着実にビジネス環境が改善しております。 

このような状況のもと、当社は本年度のスローガンを「新創０２ 自立のための・・・」として、 

 １．信頼性の向上  お客様の課題解決のためのご提案を行う 

２．競争力の強化  常に、新規事業を創造する能力を活性化する 

３．高収益企業   変化を恐れず、むしろ自ら変化を起こしていく 

の重点施策に取り組んでまいりました。 

「１．信頼性の向上」としては、全社員を対象としたコンプライアンス教育を実施し、社員の意識強化を図り、

またプライバシーマークの取得も申請しております。対外的には市場の情報セキュリティの強化・充実に対する需

要増に応じて、コンサルティングから技術支援サービスまで一貫してご提案・ご提供できる体制を整え、新たなサ

ービスビジネスの拡充を図っております。 

「２．競争力の強化」としては、ＢＰＯ（Business Process Outsourcing：※１）事業部を独立・拡充し、また

市場開発事業部を新設して新規アライアンスの推進によるサービスビジネスの拡大と特定ソリューションによる顧

客開拓に努めてまいりました。 

「３．高収益企業」としては、システム販売事業で仕入先の見直しによる利益率の向上を図り、サービス事業に

おいては、内作化の推進と受託開発サービスにおけるＰＭＯ（Project Management Office：※２）によるリスク

の最小化を図り、一層の利益確保に努めてまいりました。 

その結果、当事業年度における業績は、売上高136億10百万円（前期比11.2％減）となりました。経常利益は株

式上場関係の費用増があったものの６億11百万円（前期比2.2％増）と７年連続で黒字となり、当期純利益は２億

79百万円（前期比44.0％増）を達成することができました。 

  

 （注） 

 ※１．ＢＰＯ（Business Process Outsourcing） 

ユーザーの情報システムの運営を包括的に受託するサービスのことです。 

 ※２．ＰＭＯ（Project Management Office） 

ソフトウェアの開発案件において進捗ごとのレビュー会議を実施し、コストオーバーラン及びリスクの

最小化をとおしてビジネス目標達成の支援をすることを目的とした組織のことです。 

  

 （2）事業分野別の概況 

 当期の事業分野別の概況は、次のとおりであります。 

  

［情報サービス事業］ 

お客様のコンピューターシステム構築に関するコンサルティング、アプリケーションの開発・保守からネットワ

ークの設計・構築、システム機器及びソフトウェアの導入、導入後の運用・顧客支援サービス、ハードウェア・ソ

フトウェアの保守サービス等を行っております。 

当期の情報サービス事業の売上高は84億円（前期比0.8％減）と、ほぼ前年並みの実績となりました。 

その内訳は、エンタープライズアプリケーション・サービス（アプリケーション開発等）の大型プロジェクトが

前期で完了したため、案件が小口化したこともあって20億53百万円（前期比6.5％減）と減少しておりますが、プ

ロジェクトを除いた定常的なレギュラービジネスで見ると、オープン系の開発ビジネスが増えたことにより19億11

百万円（前期比13.2％増）と増加しております。 

同様に、システムエンジニアリング・サービス（ネットワーク関連及び導入サービス）も全体では18億48百万円

（前期比3.2％減）と減少しておりますが、レギュラービジネスではオープン系の導入サービスが増えたことによ

り、16億81百万円（前期比10.1％増）と増加しております。 

システムマネージメント・サービス（運用・顧客支援サービス）は、ホスティングサービスに対する需要の増加

もあって23億44百万円（前期比3.4％増）と前期に引き続いて伸長しております。  



カスタマーエンジニアリング・サービス（保守サービス）については、平成16年10月に株式会社アルゴ２１より

同サービスエリアの営業権を譲受したこともあって、21億53百万円（前期比2.8％増）と増加しております。 

  

［システム販売事業］ 

コンピューター本体はＩＢＭ製品を中心に、周辺機器はマルチベンダー対応で、ハードウェア及びソフトウェア

の販売を行っております。 

当期のシステム販売事業の売上高は、前期のようなＰＣ展開の大型プロジェクトがなかったこともあって、52億

９百万円（前期比24.1％減）という結果になりました。しかしながら、レギュラービジネスにつきましては、大型

サーバー機の売上台数が伸びたこともあって、45億81百万円（前期比5.7％減）という結果となりました。 

  

(3）キャッシュ・フロー 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により得られた資金が３億73百

万円、投資活動により使用した資金が22百万円、財務活動により得られた資金が35百万円となり、当事業年度末に

は17億１百万円（前期比29.4％増）となりました。  

当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果、得られた資金は３億73百万円（前期比142.2％増）となりました。  

これは、主に税引前当期純利益４億84百万円、売上債権の減少４億29百万円があったものの、仕入債務の減少３

億円等によるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果、使用した資金は22百万円（前期比89.0％減）となりました。 

これは、主に有形固定資産の取得による支出35百万円、無形固定資産の取得による支出14百万円があったもの

の、有形固定資産の売却による収入22百万円等によるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果、得られた資金は35百万円（前期は420百万円の使用）となりました。 

これは、株式の発行による収入２億35百万円、長期借入金の返済50百万円、短期借入金の純減額１億円及び配当

金の支払額49百万円によるものであります。 



２【生産、仕入、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度の生産実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．エンタープライズアプリケーション・サービス 

情報システムの企画提案から、要件定義、開発・構築、運用に至るまで、システム構築に係る一切を総合し

て提供するシステムインテグレーション・サービス。 

３．金額は、投入原価より販売価格ベースの生産実績を推定したものであります。 

(2）仕入実績 

 当事業年度の仕入実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．カスタマーエンジニアリング・サービス 

ハードウェアの予防保守、故障によるオンサイト保守、センドバック修理等の運用管理保守サービス。 

３．カスタマーエンジニアリング・サービスの仕入はハードウェア保守契約等の修理用部品です。 

区分 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

エンタープライズアプリケーション・

サービス 
2,007,175 97.1 

区分 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

情報サービス 502,349 97.3 

  
カスタマーエンジニアリン

グ・サービス 
502,349 97.3 

システム販売 4,291,243 71.4 

  ソフトウェア 1,001,950 97.7 

  ハードウェア 3,289,292 66.0 

合計 4,793,592 73.5 



(3）受注実績 

 当事業年度の受注状況は、次のとおりであります。 

 （注） 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

受注高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

受注残高 
（千円） 

前年同期比 
（％） 

情報サービス 8,366,956 102.7 2,408,468 98.6 

  
エンタープライズアプリケ

ーション・サービス 
2,135,583 106.3 460,323 121.8 

  
システムエンジニアリン

グ・サービス 
1,810,829 102.2 281,663 88.3 

  
システムマネージメント・

サービス 
2,413,528 113.0 899,894 108.2 

  
カスタマーエンジニアリン

グ・サービス 
2,007,015 89.9 766,586 84.0 

システム販売 4,966,864 74.1 146,494 37.6 

  ソフトウェア 1,206,169 99.8 42,873 72.4 

  ハードウェア 3,760,695 68.4 103,621 31.4 

合計 13,333,821 89.8 2,554,962 90.2 



(4）販売実績 

 当事業年度の販売実績は、次のとおりであります。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

 ２．主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合 

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

区分 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

情報サービス 8,400,227 99.2 

  
エンタープライズアプリケ

ーション・サービス 
2,053,299 93.5 

  
システムエンジニアリン

グ・サービス 
1,848,890 96.8 

  
システムマネージメント・

サービス 
2,344,723 103.4 

  
カスタマーエンジニアリン

グ・サービス 
2,153,315 102.8 

システム販売 5,209,967 75.9 

  ソフトウェア 1,222,531 93.9 

  ハードウェア 3,987,435 71.7 

合計 13,610,195 88.8 

相手先 

第23期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

販売高(千円) 割合(％) 販売高(千円) 割合(％) 

株式会社リクルート 2,834,995 18.5 1,153,558 8.5 



３【対処すべき課題】 

今後のわが国経済は、原油高や円高などの懸念材料はあるものの、踊り場を抜けて引き続き緩やかに回復を続ける

ものと見込まれます。企業の投資意欲も回復傾向にあり、ＩＴ関連に対する投資も増加が見込まれますが、投資に対

する効果、即ちサービス品質に対する要求は一層厳しくなってくるものと考えております。 

当社はこうした環境を踏まえ、より専門特化したサービスのご提供と、新たなサービス分野の拡充を目指し、情報

サービス事業にあたる組織を再編いたしました。 

更に、新たに品質管理にあたる組織を設け、サービス品質をはじめセキュリティや内部統制なども含めた品質の向

上を推進するとともに、教育投資による人材開発も継続してまいります。 

今後ともお客様のご要望にお応えし、一層のビジネス拡充と経営基盤の強化に取り組み、株主、従業員そして社会

に貢献できる、活力ある企業を目指して邁進する所存であります。 

４【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。また、記載事項のうち将来に関する事項は、当事業年度末現在

において判断したものであります。なお、業績に影響を与える要因はこれらに限定されるものではありません。 

  

１．企業の情報化投資動向の影響について 

当社は、ＩＴソリューションプロバイダーとして、お客様へ情報システムに係る商品・サービスを提供致して

おり、業績は、企業の情報化投資動向に大きく左右されることとなります。現在、日本経済は踊り場を脱して回

復基調にあり、企業の情報化投資は比較的堅調に推移しております。しかしながら、経済全体に失速感が生じ、

企業の情報化投資が減速した場合、当社の経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。 

  

２．新技術取得遅延及びコスト低減といった差別化戦略による影響について 

当社が属する情報サービス産業は、激しい競争状態にあります。当社では、同業他社との競争に打ち勝つべ

く、新技術導入及びコスト低減に取り組み、差別化戦略を進めておりますが、当社が同業他社に比して、新技術

の導入が遅延する、もしくは、コスト低減が計画通りに進まないといった事象が生じた場合には、当社の経営成

績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。 

  

３．人材の確保及び教育による影響について 

当社が属する情報サービス産業は、優秀な人材の確保及びそれらの人材に対する教育が不可欠であります。 

そのため当社では、優秀な人材の確保に務めておりますが、今後、当社の事業展開に必要な人材の採用が計画

通りに進まない場合、もしくは、採用した人材への教育が計画通りに進まない場合には、当社の経営成績及び財

政状態に影響が及ぶ可能性があります。 

  

４．法的規制による影響について 

当社は、お客様へのサービスの一環として、情報システム保守・運用に係る要員をお客様へ派遣する業務を実

施しております。 

この業務に関しては、「労働者派遣法」に規定される特定労働者派遣事業となり、当社は、監督官庁である厚

生労働省への届出を行い、事業展開に係る許可を取得しております。（届出交付年月日 平成11年10月１日、受

理番号 特13－011353） 

上記を含め、当社では、法令等を遵守した事業展開を進めてまいりますが、当社が対応困難な法令等が施行さ

れた場合には、当該対象となる業務の展開を停止又は取り止めざるを得なくなり、結果として、当社の経営成績

及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。 

  

５．お客様の情報システムに障害等が生じた場合の影響について 

昨今の高度に発達した情報化社会においては、情報システムに障害等が生じた場合には、多大な機会損失が発

生することとなります。 

当社は、お客様からの委託により開発・構築する情報システムに関し、品質管理を徹底しております。しかし

ながら、お客様に販売した情報システムに障害等が生じた場合には、お客様より喪失した利益の賠償を求められ

る可能性があるほか、当社の事業展開に支障を及ぼす評価を受ける可能性があり、結果として、当社の経営成績

及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。 



６．低収益プロジェクトが発生した場合の影響について 

当社は、受注時の見積精度の向上、プロジェクトマネージメントレベルの向上、及び品質検査の強化等により

不採算プロジェクトの発生防止に務めております。 

しかしながら、追加的なコストの発生や納期の遅れ等が生じた場合、プロジェクトの採算性が悪化し、結果と

して、当社の経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があり、特に大型の開発・構築案件において係る事象が

生じた場合には、多大な影響を被ることとなります。 

  

７．お客様の情報が漏洩した場合の影響について 

情報化社会の進展に伴い、個人情報を含む様々な情報が、情報通信網を介して送受信される機会が増大する

中、それらの情報に対するセキュリティレベルの向上が社会的に求められております。当社は、その事業の特性

上、お客様の顧客・業務情報等に接することとなります。 

当社は、個人情報保護法の遵守及びお客様の情報流出防止のために、各種規程を整備・運用するとともに、当

社要員に対する教育を徹底し、情報セキュリティの強化を図っておりますが、不可抗力的な事象を含め、何らか

の事態により、お客様に帰属する情報等が外部へ流出することとなった場合には、お客様より賠償を請求される

可能性があるほか、当社の信用が失墜し、当社の事業展開に支障を及ぼす評価を受けることとなる可能性があ

り、結果として、当社の経営成績及び財政状態に影響が及ぶ可能性があります。 

５【経営上の重要な契約等】 

 （注１）当事者一方から相手方に対して３か月前の書面による通知で解約できることになっております。 

 （注２）当事者一方から相手方に対して契約期間満了の１か月前の書面による通知で自動更新しないことができること

になっております。 

 （注３）本有価証券報告書提出日現在において、契約の状況に変更はありません。 

会社名 契約書 契約内容 契約期間 

日本アイ・ビー・エム

株式会社 

ＩＢＭビジネスパートナー

契約書 

ＩＢＭビジネスパートナーのソ

リューション・プロバイダーと

して、ＩＢＭの「製品」及び

「サービス」を販売又は提供す

る条件 

平成16年１月１日より 

平成17年12月31日まで 

（以降２年毎の自動更新） 

（注１、３） 

ＩＢＭプロフェッショナル

支援基本契約書 

当社が日本アイ・ビー・エム株

式会社に対して技術支援サービ

スを委託することに関する条件 

平成16年１月１日より 

平成17年12月31日まで 

（以降２年毎の自動更新） 

（注２、３） 

ソフトウェア業務委託基本

契約書 

日本アイ・ビー・エム株式会社

から当社へのソフトウェア開発

業務委託の基本条件 

平成３年12月10日より 

平成４年12月９日まで 

（以降１年毎の自動更新） 

（注２、３） 

日本情報通信株式会社 
ＮＩ＋Ｃビジネスパートナ

ー契約書 

日本情報通信株式会社から、契

約書に規定された製品を当社が

購入・販売する条件 

平成17年３月25日より 

平成17年３月31日まで 

（以降１年毎の自動更新） 

（注１、３） 

レノボ・ジャパン 

株式会社 

Lenovoビジネスパートナー

契約書 

Lenovoビジネスパートナーとし

てLenovoの「製品」及び「サー

ビス」を販売又は提供する条件 

平成17年８月18日より 

平成18年12月31日まで 

（以降２年毎の自動更新） 

（注１、３） 



６【研究開発活動】 

当社は、前事業年度より顧客企業の業務の変化、要望に対して柔軟に対応することを可能とし、顧客との長期にわ

たるパートナーシップ構築を目的として、自社ＥＲＰソフト（統合基幹業務システム）の開発を開始しました。 

当事業年度より、製品化に向けて財務会計システム、販売物流システムの開発に着手しております。 

第２四半期に財務会計システムの一次開発（一般会計サブシステム）を終え、第３四半期より財務会計システムの

二次開発（手形管理、自動仕訳、経費支払）と、販売物流システムの一次開発に着手し、それぞれ、第４四半期に計

画通り完了しております。 

また、５月には、開発が完了したシステムを客先へ適合（カストマイズ）・導入を推進する担当者を配置し、カス

トマイズ作業・導入支援作業を予定通り終えて、10月には財務会計システムを本番稼動しております。 

なお、当事業年度の開発費用は94百万円であります。 

７【財政状態及び経営成績の分析】 

当事業年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。 

本項に記載した将来に関する事項は、当事業年度末現在において判断したものであり、不確実性を内在しており、

あるいはリスクを含んでいるため、将来生じる実際の結果と大きく異なる可能性もありますので、ご留意ください。

  

(1）財政状態 

当事業年度末の総資産は、前事業年度末と比較して２億67百万円減少し55億９百万円となりました。これは、主

に現金及び預金が３億86百万円増加したこと、売掛金の回収促進の結果売上債権が４億29百万円減少したこと及び

営業権の償却を１億27百万円したこと等によるものであります。   

負債合計は、買掛金の圧縮、長短期借入金の返済及び確定拠出年金導入に伴う分割拠出金の長・短未払金の減少

により35億68百万円となりました。 

資本合計残高は、有償一般募集による増資、利益の増加及び配当により19億40百万円となりました。 

  

(2）経営成績 

当事業年度における経営成績は、売上高136億10百万円（前期比11.2％減）、営業利益６億47百万円（前期比

8.2％増）、経常利益６億11百万円（前期比2.2％増）と経常利益ベースで７年連続黒字となり、当期純利益は２億

79百万円（前期比44.0％増）を達成することがでました。 

売上高の構成は情報サービス事業が61.7％、システム販売事業38.3％となり事業形態の変更が順調に進むととも

に堅実な収益構造を構築してきております。 

  

(3）キャッシュ・フローの状況 

当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、営業活動により得られた資金が３億73百

万円、投資活動により使用した資金が22百万円、財務活動により得られた資金が35百万円となり、当事業年度末に

は17億１百万円（前期比29.4％増）となりました。 

営業活動の結果、得られた資金は３億73百万円（前期比142.2％増）となりました。これは、税引前当期純利益

４億84百万円、売上債権の減少４億29百万円があったものの、仕入債務の減少３億円等によるものであります。 

投資活動の結果、使用した資金は22百万円（前期比89.0％減）となりました。これは、主に有形固定資産の取得

による支出35百万円、無形固定資産の取得による支出14百万円があったものの、有形固定資産の売却による収入22

百万円等によるものであります。 

 財務活動の結果、得られた資金は35百万円（前期は420百万円の使用）となりました。これは、株式の発行によ

る収入２億35百万円、長期借入金の返済50百万円、短期借入金の純減額１億円及び配当金の支払額49百万円による

ものであります。 



(4）今後の方針について 

 今後は、自社ブランドＥＲＰソフトの「ＦｉｎｅＣｒｅｗ ＮＸ」の推進に加えて、2007年問題対応サービス

（※１）や災害対策サービスなどお客様のご要望に応えた商品の拡充をはかり、顧客基盤と収益基盤を強固なもの

としてまいります。 

 また、そのためにも社員教育への投資を継続し、更にＰＭＯ（Project Management Office:※２）手法を導入し

たサービス品質の一層の向上とシステム開発のリスク削減に努めるなど、顧客満足度の向上をはかるべく努めてま

いる所存です。 

 競争の激しい情報サービス業界において、差別化をはかり収益力を維持向上するためにも、常に市場のニーズに

目を凝らし、これに応える商品の開発に取り組んでまいります。 

 （注） 

 ※１．2007年問題対応サービス 

基幹系システム（大型汎用機やオフコン）を最初に構築し、これまで運用・保守を行ってきたベテラン・

エンジニアがそろって定年を迎え、今後の企業システムのメンテナンスが困難になるといわれる問題で

す。 

対応するサービスとしては、汎用機からオープン環境へ移行を行うサービスを提供しております。 

 ※２．ＰＭＯ（Project Management Office） 

ソフトウェアの開発案件において進捗ごとのレビュー会議を実施し、コストオーバーラン及びリスクの最

小化をとおして、ビジネス目標達成の支援をすることをミッションとした組織のことです。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 特記事項はありません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社における主要な設備は、以下のとおりであります。 

 （注）１．全国５事業所は、芝事業所、仙台事業所、中部事業所、関西事業所及び福岡事業所であります。 

２．土地及び建物の一部を他の者から賃借している賃借料は446,712千円であります。 

３．従業員数は、就業人員であります。 

４．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

３【設備の新設、除却等の計画】 

 特記事項はありません。 

  平成17年12月31日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の
内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（名） 

建物 工具器具備品 ソフトウェア 合計 

本社 

（東京都） 
事務所 73,417 71,598 32,876 177,891 356 

全国５事業所 

13サテライトオフィス 
事務所 13,169 9,929 14,065 37,165 183 

合計 86,586 81,528 46,941 215,056 539 

名称 数量 リース期間 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

備考 

コンピューター等 一式 ４～６年 84,744 138,098 所有権移転外ファイナンスリース 

ソフトウェア   ４～５年 1,758 726 所有権移転外ファイナンスリース 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償第三者割当      

 発行株数           1,000,000株 

発行価格          135円 

資本組入額        67.5円 

割当先は、ＮＯＳ従業員持株会、役員６名であります。 

２．資本準備金の減少は欠損てん補によるものです。 

３．平成17年４月11日をもって、10株を１株に併合し、発行済株式総数が1,991,000株に減少しております。 

４．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行株数               100,000株 

発行価格         2,500円 

発行価額         1,700円  

資本組入額         850円 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 7,964,000 

計 7,964,000 

種類 
事業年度末現在 
発行数（株） 

（平成17年12月31日） 

提出日現在 
発行数（株） 

（平成18年３月31日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 2,091,000 2,091,000 ジャスダック証券取引所 － 

計 2,091,000 2,091,000 － － 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額 
  

（千円） 

資本金残高 
  

（千円） 

資本準備金 
増減額 
（千円） 

資本準備金 
残高 
（千円） 

平成15年10月15日 

（注）１ 
1,000,000 19,910,000 67,500 1,092,443 67,500 324,443 

平成16年３月25日 

（注）２ 
－ 19,910,000 － 1,092,443 △148,966 175,476 

平成17年４月11日 

（注）３ 
△17,919,000 1,991,000 － 1,092,443 － 175,476 

平成17年12月13日 

（注）４ 
100,000 2,091,000 85,000 1,177,443 150,000 325,476 



(4）【所有者別状況】 

 （注） 「その他の法人」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が２単元含まれております。 

  

(5）【大株主の状況】 

 （注） 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は24千

株であります。 

  平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 

単元未満
株式の状
況（株） 

政府及び
地方公共
団体 

金融機関 証券会社 
その他 
の法人 

外国法人等 
個人 
その他 

計 
個人以外 個人 

株主数（人） － 5 6 53 7 1 2,458 2,530 － 

所有株式数

（単元） 
－ 488 386 10,644 2,204 3 7,185 20,910 － 

所有株式数の

割合（％） 
－ 2.33 1.85 50.90 10.54 0.01 34.37 100.00 － 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

 日本アイ・ビー・エム 
 株式会社 

 東京都港区六本木三丁目２－12 526 25.16 

 兼松株式会社  東京都港区芝浦一丁目２－１ 525 25.15 

 ＮＯＳ従業員持株会  東京都中央区日本橋箱崎町36－２ 162 7.78 

 バンク オブ ニューヨーク 
ジーシーエム クライアント 
アカウンツ イー アイエス
ジー 

 PETERBOROUGH COURT 133 FLEET STREET 
 LONDON EC4A 2BB,UNITED KINGDOM 

128 6.15 

（常任代理人 株式会社東京三
菱銀行カストデイ業務部） 

 （東京都千代田区丸の内二丁目７－１）   6.15 

 ＤＩ１号投資事業組合 
 東京都目黒区上目黒二丁目１－１ 中目
黒ＧＴタワー14Ｆ 

99 4.73 

 ゴールドマン・サックス・イ
ンターナショナル 

 133 FLEET  STREET LONDON EC4A 2BB, 
 U.K 

80 3.85 

（常任代理人 ゴールドマン・
サックス証券会社東京支店） 

 （東京都港区六本木六丁目10－１ 六本
木ヒルズ森タワー） 

  3.85 

 日本トラスティ・サービス信
託銀行株式会社（信託口） 

 東京都中央区晴海一丁目８－11 24 1.15 

 大阪証券金融株式会社（業務
口） 

 大阪府大阪市中央区北浜二丁目４－６ 23 1.12 

 マネックス証券株式会社自己  東京都千代田区丸の内一丁目11－１ 13 0.66 

 松井証券株式会社（一般信用
口） 

 東京都千代田区麹町一丁目４ 12 0.60 

計   1,597 76.41 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注） 「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が200株（議決権の数２個）含まれて

おります。 

②【自己株式等】 

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   2,091,000 20,910 － 

単元未満株式 － － － 

発行済株式総数 2,091,000 － － 

総株主の議決権 － 20,910 － 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 
（株） 

他人名義 
所有株式数 
（株） 

所有株式数 
の合計 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 



３【配当政策】 

 当社は、利益配分につきましては常に経営の念頭に置いております。株主の皆様への安定的な還元と競争力の維持

強化ならびに将来に備えた投資のために内部留保の充実をはかることを基本方針として、成果の配分に努めてまいり

ます。 

 当期の配当につきましては、７年連続の経常黒字となりましたことから、１株当たり50円の配当を実施いたしまし

た。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）  最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成17年12月14日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）  最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

なお、平成17年12月14日付をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該

当事項はありません。 

回次 第20期 第21期 第22期 第23期 第24期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高（円） － － － － 3,500 

最低（円） － － － － 2,970 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） － － － － － 3,500 

最低（円） － － － － － 2,970 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役

社長 

最高経営 

責任者 

社長執行役

員 

尾﨑   嵩 昭和21年７月26日生 

昭和46年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 

平成７年１月 同社 東京ゼネラル・ビジネス事業部長 

平成９年９月 当社出向 代表取締役副社長 

平成14年３月 当社 代表取締役社長 

平成14年４月 当社転籍 代表取締役社長 

平成18年３月 当社 代表取締役社長 社長執行役員（現

任） 

9,000 

代表取締役 

常務執行役

員 

サービス 

統括 

米田 正之助 昭和24年３月27日生 

昭和46年４月 兼松江商㈱入社 

平成14年６月 兼松コンピュータシステム㈱ 常務取締役 

平成15年３月 当社転籍 代表取締役常務 

昭和18年１月 当社 代表取締役常務 サービス統括 

昭和18年３月 当社 代表取締役 常務執行役員 

 サービス統括（現任） 

3,000 

取締役 

常務執行役

員 

本社統括 

竹内 幸治 昭和23年４月１日生 

昭和45年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 

平成９年８月 エヌエスアンドアイ・システムサービス㈱ 

出向 事業管理本部長 

平成11年３月 当社出向 取締役 企画本部長 

平成14年４月 当社転籍 取締役 統括担当 

平成17年４月 当社 取締役 常務執行役員 本社統括 

（現任） 

3,000 

取締役 

常務執行役

員 

営業統括 

水谷 正裕 昭和28年５月５日生 

昭和57年５月 兼松オフィス・システム㈱入社 

昭和57年10月 当社転籍 営業部 

平成13年３月 当社 取締役 東日本システム事業部長 

平成15年１月 当社 取締役 営業統括 

平成16年１月 当社 取締役 執行役員 営業統括 

平成18年３月 当社 取締役 常務執行役員 営業統括 

（現任） 

2,000 

取締役 

常務執行役

員 

社長室長 

和田 文代 昭和26年６月24日生 

昭和50年４月 兼松江商㈱入社 

平成12年10月 兼松㈱ 財務部副部長兼資本市場課長 

平成14年６月 当社転籍 管理本部副本部長 

平成15年３月 当社 取締役 管理本部長 

平成18年３月 当社 取締役 常務執行役員 社長室長 

（現任） 

2,000 

取締役 

常務執行役

員 

ソリューシ

ョン統括 

尾嶋 直哉 昭和28年３月18日生 

昭和53年10月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 

平成６年１月 同社 ゼネラル・ビジネス首都圏営業推進 

部長 

平成13年１月 同社 ソリューション営業本部長 

平成17年10月 当社転籍 理事 サービス副統括 

平成18年１月 当社 理事 ソリューション統括 

平成18年３月 当社 取締役 常務執行役員 ソリューショ

ン統括（現任） 

3,000 

取締役   梨本 文彦 昭和28年４月３日生 

昭和51年４月 兼松セミコンダクター㈱入社 

平成２年４月 同社 取締役 

平成11年４月 同社 代表取締役社長 

平成16年６月 兼松㈱ 取締役 デバイスカンパニープレジ

デント（現任） 

平成18年３月 当社 取締役（現任） 

－ 

常勤監査役   羽田 二郎 昭和18年10月３日生 

昭和41年４月 日本勧業銀行㈱入行 

平成８年６月 兼松㈱ 取締役 

平成10年６月 同社 常務取締役 

平成14年３月 当社 監査役 

平成15年６月 兼松㈱ 専務取締役 

平成16年３月 当社 常勤監査役（現任） 

1,000 

 



 （注）１．監査役 羽田二郎、矢作憲一、中瀬和夫の３名は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」

第18条第１項に定める社外監査役であります。 

２．当社は、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各事業部門の業務執行機能を区分し、経営効率の向上

を図るため、平成16年１月より執行役員制度を導入しております。上記以外の執行役員とその担当は以下の

とおりであります。 

執行役員  阿部  祐之  ソリューション事業カンパニープレジデント 

執行役員  市川  英志  市場開発事業部長 

執行役員  五十嵐 幸治  ＩＴソーシング事業カンパニープレジデント 

執行役員  柳田   仁  サービス事業カンパニープレジデント 

執行役員  吉田  信二  管理本部長 

３． 当社は、法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、補欠監査役１名を選任しております。

補欠監査役の略歴は次のとおりであります。 

 （注）安藤信男氏は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に定める社外

監査役の要件を満たしております。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

監査役   矢作 憲一 昭和17年12月２日生 

昭和41年４月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 

平成８年１月 同社 理事 クロスインダストリー＆ＮＩＩ

事業部長 

平成11年３月 同社 常勤監査役 

平成13年３月 当社 監査役（現任） 

平成15年10月 ㈲汎総合研究所 会長（現任） 

－ 

監査役   中瀬 和夫 昭和26年８月27日生 

昭和50年４月 兼松江商㈱入社 

平成８年１月 同社 東京関連事業部国内一課長 

平成12年４月 同社 関連事業部副部長 

平成13年４月 同社 関連事業部長（現任） 

平成18年３月 当社 監査役（現任） 

－ 

       計   23,000 

氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

安藤 信男 昭和18年９月25日生 

昭和44年11月 日本アイ・ビー・エム㈱入社 

昭和62年１月 同社 ゼネラル・ビジネス事業部 適用業務

開発部長 

平成10年10月 日本アイビーエム情報ソリューション㈱  

取締役社長 

平成15年３月 エヌエーコンサルタント（個人事業） 

（現任） 

400 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

１．コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

 当社は、企業価値の向上のためコーポレート・ガバナンスの強化を重要な経営課題と認識し、経営の透明性、健

全性の確保、アカウンタビリティ及びコンプライアンスの継続的追求を行ってまいります。 

 これによって、企業の高い信頼性と効率性を有する経営の基礎を構築し、企業として競争力を強化し、自ら生み

出した価値を維持・増大することにより、株主をはじめとした全てのステークホルダー及び証券市場からの信頼を

得ることが重要であると考えております。 

２．会社の機関の内容及び内部統制システムの整備の状況 

 当社における会社の機関・内部統制システム等の関係は次のとおりであります。 

(1）会社の機関の基本説明 

 当社は、監査役制度を採用しており、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第18条第１項に

定める社外監査役３名により構成されております。 

 取締役会は、原則として毎月、定時取締役会を開催しており、重要事項はすべて付議され、業績の進捗につき

ましても見通しを含め議論を行っており監査役も出席し意見を述べております。 

 監査役会は、原則として毎月開催され、監査役の職務執行に関する事項について報告を受け、監査役相互の情

報・意見の交換と審議を行い、必要と認めた事項について決議することとして、取締役の業務執行に関する監査

を行っております。なお、監査役は全員社外監査役を起用して監査機能の強化に努めております。 

 経営会議は、常勤取締役及び執行役員、経営会議において指名される者をもって構成し、原則として月二度隔

週に開催しております。経営会議においては、職務権限規程に基づいて、営業上の重要な事項について決裁を行

う他、取締役会への付議事項を審議しております。 

(2）内部統制システムの整備の状況 

 当社は、内部統制システムとして、各業務執行部門におけるプロセスマネージメントに基づいた自己牽制機能

の発揮を促すとともに、サポート部門によるモニタリングを含めたセルフチェック体制への支援を行うことによ

り徹底を図っております。 

(3）内部監査及び監査役監査の状況 

 内部監査は、専任の内部監査担当（１名）をコーポレートスタッフ部門に設置し、１年間で全部署の内部監査

を実施しております。内部監査では、各業務執行部門の自己牽制機能とサポート部門のモニタリング体制に対す

る監視と有効性のチェックを行い、監査結果を代表取締役に報告することにより内部統制システムの継続的な維

持・改善を行っております。 



 監査役監査は、常勤監査役が中心となり取締役会、経営会議その他重要な会議に出席するほか、本社及び主要

な事業所において業務及び財産の状況を調査するとともに、業務執行の適法性、妥当性を監査しております。  

３．役員報酬の内容 

 第24期事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）における当社の取締役及び監査役に対する報酬

は、以下のとおりであります。 

① 取締役及び監査役に支払った報酬 

② 使用人兼務取締役に対する使用人分報酬 

４．監査報酬の内容 

 第24期事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日）において当社が中央青山監査法人と締結した監査

契約に基づく監査証明に係る報酬の内容及び監査証明以外の内容は以下のとおりです。 

５．会計監査の状況 

① 業務を執行した公認会計士の氏名 

富永 正行（中央青山監査法人） 

石黒  訓（中央青山監査法人） 

 富永 正行の継続監査年数は第24期事業年度末（平成17年12月31日）現在７年であります。（継続監査年数７

年のうち、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査年数は３年であります。） 

 石黒 訓の継続監査年数は第24期事業年度末（平成17年12月31日）現在12年であります。（継続監査年数12年

のうち、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査年数は３年であります。） 

② 監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士  ４名 

会計士補   ３名 

その他    １名 

６．社外取締役及び社外監査役との関係（当事業年度末現在） 

 当社の社外取締役であります橋本孝之、森戸秀明は、当社と資本関係又は取引関係その他の利害関係はありませ

ん。 

 社外取締役は、当社開催の取締役会に出席するとともに、経営に関する助言の他、取締役の業務執行について実

効性のある監督を随時実施しております。 

 また、当社の監査役羽田二郎、矢作憲一、池田宏治の３名はいずれも社外監査役であり、羽田二郎は当社株式

1,000株を所有しておりますが、この他は当社と資本関係又は取引関係その他の利害関係はありません。 

 監査役３名は、当社開催の取締役会に出席するとともに、健全な会社運営を行うための監査の方法及びその内容

の検討と監査を実施しております。 

 なお、上記の者のうち橋本孝之は、当社のその他の関係会社に該当する日本アイ・ビー・エム株式会社の常務執

行役員を、森戸秀明は、当社のその他の関係会社に該当する兼松株式会社（以下「兼松」という。）の常務取締役

を、池田宏治は兼松の監査役を兼務しております。 

取締役に支払った報酬 64,938千円 

（うち社外取締役報酬 －千円）

監査役に支払った報酬 15,570千円 

（うち社外監査役報酬 15,570千円）

合計 80,508千円 

  １名 9,504千円   

公認会計士法第２条第１項に規定す

る業務に基づく報酬 
15,500千円 

上記以外の業務に基づく報酬 5,000千円 

    



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第23期事業年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日ま

で）及び第24期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の財務諸表について、中央青山監査法人に

より監査を受けております。 

 なお、第23期事業年度に係る監査報告書は、平成17年11月14日提出の有価証券届出書に添付されたものによってお

ります。 

３．連結財務諸表について 

 当社は、子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第23期事業年度 

（平成16年12月31日） 
第24期事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金 1,314,923 1,701,387 

２．受取手形 ※３ 58,852 33,623 

３．売掛金 ※２ 2,422,547 2,017,889 

４．商品 285,862 206,532 

５．仕掛品 10,092 44,821 

６．前払費用 ※２ 207,049 167,614 

７．繰延税金資産 85,047 78,677 

８．未収入金 10,093 19,269 

９．その他 9,278 10,037 

貸倒引当金 △2,004 △1,257 

流動資産合計 4,401,742 76.2 4,278,595 77.7

Ⅱ 固定資産   

１．有形固定資産   

(1）建物 196,915 196,915   

減価償却累計額 △93,204 103,710 △110,328 86,586 

(2）工具器具備品 201,213 207,385   

減価償却累計額 △89,324 111,889 △125,857 81,528 

有形固定資産合計 215,599 3.7 168,115 3.0

２．無形固定資産   

(1）営業権 325,311 197,437 

(2）ソフトウェア 47,689 46,941 

(3）電話加入権 16,021 16,021 

無形固定資産合計 389,021 6.7 260,400 4.7

 



   
第23期事業年度 

（平成16年12月31日） 
第24期事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

３．投資その他の資産    

(1）投資有価証券  53,236 57,077 

(2）従業員長期貸付金  10,307 8,315 

(3）破産更生等債権  3,705 882 

(4）長期前払費用  3,879 730 

(5）繰延税金資産  369,909 408,238 

(6）差入保証金  326,548 324,823 

(7）会員権  79,380 24,880 

貸倒引当金  △75,916 △22,161 

投資その他の資産合計  771,049 13.4 802,787 14.6

固定資産合計  1,375,670 23.8 1,231,302 22.3

資産合計  5,777,412 100.0 5,509,898 100.0 

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．買掛金 ※２ 1,548,402 1,247,826 

２．短期借入金  175,000 75,000 

３．１年以内返済予定の長
期借入金 

 50,000 50,000 

４．未払金  215,826 199,619 

５．未払費用  76,277 83,432 

６．未払法人税等  165,217 116,572 

７．未払事業所税  9,740 9,344 

８．未払消費税等  74,407 93,409 

９．前受金  69,237 79,619 

10．預り金  122,402 98,590 

11．前受収益 ※２ 724,364 387,751 

流動負債合計  3,230,875 55.9 2,441,167 44.3

 



  
第23期事業年度 

（平成16年12月31日） 
第24期事業年度 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅱ 固定負債   

１．長期借入金 75,000 25,000 

２．退職給付引当金 797,679 979,215 

３．役員退職慰労引当金 25,687 37,779 

４．長期未払金 174,955 85,781 

固定負債合計 1,073,321 18.6 1,127,776 20.5

負債合計 4,304,197 74.5 3,568,944 64.8

    

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※１ 1,092,443 18.9 1,177,443 21.4

Ⅱ 資本剰余金   

１．資本準備金 175,476 325,476   

資本剰余金合計 175,476 3.0 325,476 5.9

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金 － 4,978   

２．当期未処分利益 193,771 418,067   

利益剰余金合計 193,771 3.4 423,045 7.6

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

11,525 0.2 14,988 0.3

資本合計 1,473,215 25.5 1,940,954 35.2

負債・資本合計 5,777,412 100.0 5,509,898 100.0 

    



②【損益計算書】 

    
第23期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高               

１．システム売上高   6,862,389     5,209,967     

２．サービス売上高   8,468,124 15,330,513 100.0 8,400,227 13,610,195 100.0 

Ⅱ 売上原価               

１．システム売上原価 ※1,3 5,980,716     4,347,740     

２．サービス売上原価 ※1,3 6,459,615 12,440,332 81.1 6,299,510 10,647,250 78.2 

売上総利益     2,890,181 18.9   2,962,944 21.8 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3   2,292,333 15.0   2,315,890 17.0 

営業利益     597,847 3.9   647,053 4.8 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   11     2     

２．受取配当金   306     381     

３．受取手数料   3,387     3,294     

４．受取損害賠償金   3,880     －     

５. 受取保険配当金    －     2,472     

６．雑収入   218 7,804 0.0 1,903 8,055 0.0 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   7,554     4,382     

２. 株式公開費用    －     35,532     

３．雑支出   402 7,956 0.0 4,094 44,009 0.3 

経常利益     597,695 3.9   611,098 4.5 

Ⅵ 特別利益               

１．貸倒引当金戻入額   －     645 645 0.0 

Ⅶ 特別損失               

１．固定資産除却損 ※４ 480     735     

２．貸倒引当金繰入額   285     1,900     

３．退職給付会計基準変更
時差異償却額 

  126,962     122,034     

４．退職給付制度間移行損
失 

  97,172     －     

５．投資有価証券評価損   4,999     885     

６．ゴルフ会員権売却損   － 229,901 1.5 1,226 126,781 0.9 

税引前当期純利益     367,794 2.4   484,962 3.6 

法人税、住民税及び事
業税 

  287,138     240,248     

法人税等調整額   △113,115 174,022 1.1 △34,335 205,912 1.5 

当期純利益     193,771 1.3   279,049 2.1 

前期繰越利益     －     139,018   

当期未処分利益     193,771     418,067   

    



システム売上原価（製造原価）明細書 

   
第23期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  － － － －

Ⅱ 労務費  － － － －

Ⅲ 経費  － － － －

当期総製造費用  － － － －

期首商品たな卸高  39,072 67,448 

当期商品仕入高  6,009,092 4,291,243 

合計  6,048,165 4,358,692 

期末商品たな卸高  67,448 10,951 

システム売上原価  5,980,716 4,347,740 



サービス売上原価（製造原価）明細書 

 （注） 

   
第23期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費  － － － －

Ⅱ 労務費  2,441,920 40.6 2,419,676 40.9

Ⅲ 経費 ※１ 3,568,714 59.4 3,498,023 59.1

当期総製造費用  6,010,635 100.0 5,917,699 100.0 

期首商品たな卸高  231,363 218,413 

期首仕掛品たな卸高  53,071 10,092 

当期商品仕入高  516,161 502,349 

合計  6,811,232 6,648,555 

他勘定振替高 ※２ 123,110 108,642 

期末商品たな卸高  218,413 195,580 

期末仕掛品たな卸高  10,092 44,821 

サービス売上原価  6,459,615 6,299,510 

第23期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．主な経費の明細 ※１．主な経費の明細 

業務委託費 2,466,090千円

減価償却費 30,622千円

業務委託費 2,504,342千円

減価償却費 35,405千円

※２．他勘定振替高の明細 ※２．他勘定振替高の明細 

販売費及び一般管理費 販売費及び一般管理費 

（営業諸費）123,110千円 （営業諸費）108,642千円

３．原価計算の方法 

 個別原価計算による実際原価計算であります。原

価差額は期末において、仕掛品、売上原価に配賦し

ております。 

３．原価計算の方法 

同左 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

   
第23期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

１．税引前当期純利益  367,794 484,962

２．減価償却費  72,823 77,551

３．営業権償却額  122,626 127,873

４．貸倒引当金の増加額
（△減少額） 

 1,201 △747

５．退職給付引当金の増加
額（△減少額） 

 △89,769 181,536

６．役員退職慰労引当金の
増加額 

 7,077 12,092

７．受取利息及び受取配当
金 

 △318 △384

８．支払利息  7,554 4,382

９．固定資産除却損  480 735

10．売上債権の減少額（△
増加額） 

 △495,237 429,939

11．たな卸資産の減少額  27,553 44,601

12．仕入債務の増加額（△
減少額） 

 256,483 △300,575

13．前払費用の減少額  15,233 39,434

14．未払金の増加額（△減
少額） 

 117,469 △16,206

15．未払消費税等の増加額
（△減少額） 

 △29,138 19,002

16．前受金の増加額（△減
少額） 

 △100,169 10,382

17．前受収益の増加額（△
減少額） 

 28,217 △336,612

18．長期未払金の増加額(△
減少額） 

 174,955 △89,173

19．その他  30,386 △760

小計  515,223 688,033

20．利息及び配当金の受取
額 

 296 384

21．利息の支払額  △7,822 △4,524

22．法人税等の支払額  △353,389 △310,094

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 154,309 373,798

 



   
第23期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

１．有形固定資産の取得に
よる支出 

 △112,081 △35,737

２．有形固定資産の売却に
よる収入 

 － 22,628

３．無形固定資産の取得に
よる支出 

 △41,943 △14,490

４．営業の譲り受けによる
支出 

 △33,600 －

５．貸付けによる支出  － △1,592

６．貸付金の回収による収
入 

 1,888 2,891

７．差入保証金の差入れに
よる支出 

 △23,766 △5,227

８．差入保証金の戻入れに
よる収入 

 4,355 6,951

９．その他  － 2,017

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △205,147 △22,559

    

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  

１．短期借入金純増減額  △370,000 △100,000

２．長期借入金の返済によ
る支出 

 △50,000 △50,000

３．株式の発行による収入  － 235,000

４．配当金の支払額  － △49,775

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

 △420,000 35,225

    

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
加額（△減少額） 

 △470,837 386,464

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 1,785,760 1,314,923

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※ 1,314,923 1,701,387

    



④【利益処分計算書】 

第23期事業年度 

株主総会承認日 

（平成17年３月25日） 

第24期事業年度 

株主総会承認日 

（平成18年３月30日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 区分 
注記
番号

金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益     193,771 Ⅰ 当期未処分利益   418,067 

Ⅱ 利益処分額     Ⅱ 利益処分額   

１．利益準備金   4,978 １．利益準備金 － 

２．配当金   49,775   ２．配当金 104,550   

３．取締役賞与金   － 54,753 ３．取締役賞与金 8,475 113,025 

Ⅲ 次期繰越利益     139,018 Ⅲ 次期繰越利益   305,042 

         



重要な会計方針 

項目 
第23期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．有価証券の評価基準

及び評価方法 

(1）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平均法により算

定） 

(1）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

 時価のないもの 

 移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基

準及び評価方法 

(1）商品 

 移動平均法による原価法 

(1）商品 

同左 

 (2）仕掛品 

 個別法による原価法 

(2）仕掛品 

同左 

３．固定資産の減価償却

の方法 

(1）有形固定資産 

 定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。 

建物          ３年～15年 

工具器具備品      ５年～10年 

(1）有形固定資産 

同左 

  

  

  

 (2）無形固定資産 

 自社利用のソフトウェアについては、

社内における利用可能期間（５年）に基

づく定額法 

 営業権については、定額法（５年） 

(2）無形固定資産 

同左 

 (3）長期前払費用 

 定額法 

(3）長期前払費用 

同左 

４．繰延資産の処理方法 － （1）新株発行費 

   支出時に全額費用処理しております。 

５．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。 

(1）貸倒引当金 

同左 

 



項目 
第23期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

 (2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異については

５年による均等額を費用処理しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時に一括処

理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により翌事業年

度から費用処理することとしておりま

す。 

(2）退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務及び年金

資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 なお、会計基準変更時差異については

５年による均等額を費用処理しておりま

す。 

 過去勤務債務は、その発生時に一括処

理しております。 

 数理計算上の差異は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数（５年）による定額法により翌事業年

度から費用処理することとしておりま

す。 

 （追加情報） 

 当社は、確定拠出年金法の施行に伴

い、平成16年３月１日付で、従来の退職

給付制度（税制適格退職年金・退職一時

金の併用）のうち、税制適格退職年金及

び一時金制度の一部について、確定拠出

年金法に定める「企業型年金」制度ヘ移

行し、「退職給付制度間の移行等に関す

る会計処理」（企業会計基準適用指針第

１号）を適用しております。 

 本移行に伴なう影響額は、特別損失と

して97,172千円計上しております。 

  

  

 (3）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

(3）役員退職慰労引当金 

同左 

６．リース取引の処理方

法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

同左 

７．キャッシュ・フロー

計算書における資金の

範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及び

容易に換金可能であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか負わない取得日

から３か月以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

同左 

８．その他財務諸表作成

のための基本となる重

要な事項 

(1）消費税等の会計処理 

 消費税等の処理方法は、税抜方式によ

っております。 

(1）消費税等の会計処理 

同左 



会計処理方法の変更 

表示方法の変更 

第23期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 「固定資産の減損に係る会計基準」（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意見書」（企業会計審

議会平成14年８月９日））及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成15年

10月31日 企業会計基準適用指針第６号）が平成16年３

月31日に終了する事業年度から適用できることになった

ことに伴い、当事業年度から同会計基準及び同適用指針

を適用しております。なお、これにより損益に与える影

響はありません。 

－ 

  

第23期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

（キャッシュ・フロー計算書） 

 前期まで、営業活動によるキャッシュ・フロー上、

「その他」に含めて表示していた「未払金の増減額」を

金額の重要性から区分掲記することに変更いたしまし

た。 

 なお、前期における「未払金の増減額」は△6,878千円

であります。 

－ 

  

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第23期事業年度 
（平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（平成17年12月31日） 

※１．授権株式数及び発行済株式総数 ※１．授権株式数及び発行済株式総数 

授権株式数 普通株式 32,000,000株

発行済株式総数 普通株式 19,910,000株

授権株式数 普通株式 7,964,000株

発行済株式総数 普通株式 2,091,000株

※２．関係会社項目 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する資産及び負債は、次のとおりであ

ります。 

※２．関係会社項目 

 区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

関係会社に対する資産及び負債は、次のとおりであ

ります。 

売掛金 537,572千円

前払費用 76,972千円

買掛金 694,855千円

前受収益 201,693千円

売掛金 303,177千円

前払費用 57,027千円

買掛金 139,541千円

   

※３．期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

※３．期末日満期手形 

 － 

  

  

  

受取手形 156千円  

 ４．平成14年３月26日開催の株主総会において下記の

欠損てん補を行っております。 

 ４．平成16年３月25日開催の株主総会において下記の

欠損てん補を行っております。      

利益準備金 64,342千円 資本準備金 148,966千円

 ５．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は11,525千円

であります。 

 ５．配当制限 

 商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時価

を付したことにより増加した純資産額は14,988千円

であります。 

 ６．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未

実行残高は、次のとおりであります。 

 ６．当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引

銀行２行と貸出コミットメント契約を締結しており

ます。これらの契約に基づく当事業年度末の借入未

実行残高は、次のとおりであります。 

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

借入実行残高 － 

差引額 3,000,000千円

貸出コミットメントの総額 3,000,000千円

借入実行残高 －  

差引額 3,000,000千円



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

第23期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

※１．        － 

関係会社よりの仕入高 3,880,325千円    

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は50％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は50％であ

ります。 

 主要な費目及び金額は以下のとおりであります。 

※２．販売費に属する費用のおおよその割合は54％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は46％であ

ります。 

 主要な費目及び金額は以下のとおりであります。 

給与及び手当 806,118千円

賞与 199,936千円

退職給付費用 60,456千円

役員退職慰労引当金繰入額 12,029千円

法定福利費 131,668千円

営業諸費 123,110千円

貸倒引当金繰入額 1,193千円

地代家賃 135,842千円

減価償却費 42,125千円

営業権償却額 122,626千円

給与及び手当 816,713千円

賞与 187,935千円

退職給付費用 62,101千円

役員退職慰労引当金繰入額 12,092千円

法定福利費 132,270千円

営業諸費 108,642千円

地代家賃 134,969千円

減価償却費 40,498千円

営業権償却額 127,873千円

※３．研究開発費の総額 ※３．研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 
24,174千円

一般管理費及び当期製造費用

に含まれる研究開発費 
94,374千円

※４．固定資産除却損は、工具器具備品480千円でありま

す。 

※４．固定資産除却損は、工具器具備品356千円、ソフト

ウェア379千円であります。 

第23期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

※ 現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,314,923千円

現金及び現金同等物 1,314,923千円

現金及び預金勘定 1,701,387千円

現金及び現金同等物 1,701,387千円



（リース取引関係） 

第23期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

 （１）借主側 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相

当額及び期末残高相当額 

  
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 446,468 266,346 180,121 

ソフトウェア 10,079 7,460 2,619 

合計 456,548 273,807 182,740 

取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

工具器具備品 305,969 171,334 134,635

ソフトウェア 6,569 5,885 684

合計 312,539 177,219 135,320

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 89,628千円

１年超 99,496千円

合計 189,125千円

１年内 69,514千円 

１年超 97,971千円 

合計 167,486千円 

 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相

当額 

支払リース料 144,155千円

減価償却費相当額 132,435千円

支払利息相当額 5,859千円

支払リース料 86,503千円

減価償却費相当額 79,937千円

支払利息相当額 4,358千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする

定額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との

差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい

ては、利息法によっております。 

  

５．利息相当額の算定方法 

同左 

  

  

 （２）貸主側 

未経過リース料期末残高相当額  

 (注） 上記はすべて転貸リース取引に係る貸主側の未

経過リース料期末残高相当額であります。 

 なお、当該転貸リース取引はおおむね同一の条

件で第三者にリースしているのでほぼ同額の残高

が上記の借主側の未経過リース料期末残高相当額

に含まれております。 

１年内 7,317千円

１年超 21,343千円

合計 28,661千円



（有価証券関係） 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、

30～50％程度下落した場合には、当該金額の重要性、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減

損処理を行っております。 

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

第23期事業年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

第24期事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので該当事項はありません。 

  種類 

第23期事業年度（平成16年12月31日） 第24期事業年度（平成17年12月31日） 

取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計
上額（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

るもの 

(1）株式 16,600 36,036 19,435 16,600 41,877 25,276 

(2）債券             

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 16,600 36,036 19,435 16,600 41,877 25,276 

貸借対照表計上額

が取得原価を超え

ないもの 

(1）株式 － － － － － － 

(2）債券             

① 国債・地方債等 － － － － － － 

② 社債 － － － － － － 

③ その他 － － － － － － 

(3）その他 － － － － － － 

小計 － － － － － － 

合計 16,600 36,036 19,435 16,600 41,877 25,276 

  

第23期事業年度 
（平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（平成17年12月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券     

非上場株式 17,200 15,200 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度と確定拠出年金法に定める「企業型年金」制度を併用し

ています。 

 なお、平成16年３月１日付で、従来の退職給付制度（税制適格退職年金・退職一時金の併用）のうち、税

制適格退職年金及び一時金制度の一部について、確定拠出年金法に定める「企業型年金」制度へ移行してお

ります。 

２．退職給付債務に関する事項 

 （注） 税制適格退職年金制度及び退職一時金制度から確定拠出年金制度への一部移行に伴う影響額は以下のとおりで

あります。 

また、確定拠出年金制度への資産移管額のうち、年金資産からの移管額を除いた未移管額359,365千円につい

ては、４年間で移管する予定であります。なお、第23期事業年度末時点の未移管額262,432千円、第24期事業

年度末時点の未移管額171,678千円は、未払金及び長期未払金に計上しております。 

３．退職給付費用に関する事項 

  
第23期事業年度 

（平成16年12月31日） 
第24期事業年度 

（平成17年12月31日） 

(1） 退職給付債務（千円） △936,978 △995,898 

(2） 未積立退職給付債務（千円） △936,978 △995,898 

(3） 会計基準変更時差異の未処理額（千円） 122,034 － 

(4） 未認識数理計算上の差異（千円） 17,265 16,682 

(5） 退職給付引当金(2)＋(3)＋(4)（千円） 797,679 979,215 

退職給付債務の減少 1,069,097千円

年金資産の減少 △461,761 〃 

会計基準変更時差異の未処理額 △54,215 〃 

未認識数理計算上の差異 △290,928 〃 

未認識過去勤務債務 －   

退職給付引当金の減少 262,192 〃 

  
第23期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

退職給付費用（千円） 396,957 287,235 

(1）勤務費用（千円） 71,634 61,522 

(2）利息費用（千円） 21,757 18,739 

(3）期待運用収益（減算）（千円） △1,556 － 

(4）会計基準変更時差異の費用処理額 

（千円） 
126,962 122,034 

(5）数理計算上の差異の費用処理額（千円） 14,123 3,285 

(6）確定拠出年金制度への移行に伴なう損益

（千円） 
97,172 － 

(7）確定拠出年金への掛金支払額（千円） 66,863 81,655 



４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（税効果会計関係） 

  
第23期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

(1）割引率 2.0％ 2.0％ 

(2）期待運用収益率 2.5％         － 

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4）過去勤務債務の処理年数 一括 一括 

(5）数理計算上の差異の処理年数 ５年 ５年 

  （発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による

定額法により翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す） 

（発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数による

定額法により翌事業年度から費

用処理することとしておりま

す） 

(6）会計基準変更時差異の処理年数 ５年 ５年 

第23期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（単位：千円） （単位：千円） 

第23期事業年度（平成16年12月31日） 第24期事業年度（平成17年12月31日） 

繰延税金資産  

退職給付引当金繰入限度超過額 252,576

役員退職慰労引当金 10,454

ゴルフ会員権評価損否認額 46,476

商品評価損否認額 30,295

未払事業税 15,184

確定拠出年金未払否認額 35,603

確定拠出年金長期未払否認額 71,206

その他 10,063

繰延税金資産小計 471,862

評価性引当額 △8,994

繰延税金資産合計 462,867

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △7,910

繰延税金負債合計 △7,910

繰延税金資産の純額 454,957

繰延税金資産  

退職給付引当金繰入限度超過額 362,501

役員退職慰労引当金 15,376

ゴルフ会員権評価損否認額 10,989

商品評価損否認額 19,426

未払事業税 13,041

確定拠出年金未払否認額 34,913

確定拠出年金長期未払否認額 34,913

その他 15,036

繰延税金資産小計 506,198

評価性引当額 △8,994

繰延税金資産合計 497,203

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △10,287

繰延税金負債合計 △10,287

繰延税金資産の純額 486,915

 



（持分法損益等） 

第23期事業年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

第24期事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

第23期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

第23期事業年度（平成16年12月31日） 第24期事業年度（平成17年12月31日） 

法定実効税率 42.0％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.7％

住民税均等割等 5.7％

評価性引当額の増減 2.5％

税額控除 △5.5％

その他 1.9％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 47.3％

法定実効税率 40.7％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.4％

住民税均等割等 4.3％

評価性引当額の増減 －

税額控除 △3.2％

その他 0.3％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 42.5％



【関連当事者との取引】 

第23期事業年度（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

商品の販売、サービスの提供については、一般の取引先と同条件で取引を行っております。 

日本アイ・ビー・エム株式会社からの商品購入について、価格その他の取引条件をビジネスパートナー契約

に基づき、他のビジネスパートナーと同様に決定しております。 

３．上記金額のほか、当社顧客と日本アイ・ビー・エム株式会社とのリース取引高が472,512千円あります。 

第24期事業年度（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

親会社及び法人主要株主等 

 （注）１．上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針等 

商品の販売、サービスの提供については、一般の取引先と同条件で取引を行っております。 

日本アイ・ビー・エム株式会社からの商品購入について、価格その他の取引条件をビジネスパートナー契約

に基づき、他のビジネスパートナーと同様に決定しております。 

３．上記金額のほか、当社顧客と日本アイ・ビー・エム株式会社とのリース取引高が782,525千円あります。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の 

関係会社 

日本アイ・

ビー・エム

株式会社 

東京都 

港区 
135,300 

コンピュー

ター及び関

連する情報

処理業 

(被所有) 

直接 

42.7 

転籍 

２名 

当社取

扱商品

の仕入

れ及び

販売 

売上 812,342 

売掛金 255,962 

前受金 7,815 

前受収益 10,431 

仕入 3,880,325 買掛金 694,855 

業務委託 661,595 前払費用 76,972 

その他の 

関係会社 

兼松 

株式会社 

東京都 

港区 
27,501 商社 

(被所有) 

直接 

42.7 

転籍 

３名 

兼任 

１名 

当社取

扱商品

の販売

及び 

サービ

スの提

供 

売上 1,364,604 

売掛金 281,610 

前受収益 191,262 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
(百万円) 

事業の内容
又は職業 

議決権等
の所有
（被所
有）割合 
（％） 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高 
（千円） 役員の

兼任等 
事業上
の関係 

その他の 

関係会社 

日本アイ・

ビー・エム

株式会社 

東京都 

港区 
135,300 

コンピュー

ター及び関

連する情報

処理業 

(被所有) 

直接 

25.2 

転籍 

２名 

当社取

扱商品

の仕入

れ及び

販売 

売上 757,854 

売掛金 269,610 

前受金 2,748 

前受収益 3,493 

仕入 968,443 買掛金 139,541 

業務委託 681,293 前払費用 57,004 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

第23期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 73円99銭

１株当たり当期純利益金額 ９円73銭

１株当たり純資産額 924円19銭

１株当たり当期純利益金額 135円54銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 当社は、平成17年４月11日付で株式10株につき１株の

株式併合を行っております。なお、当該株式併合が前期

首において行われたと仮定した場合における（１株当た

り情報）の各数値は以下のとおりであります。 

前事業年度 

 １株当たり純資産額          739円94銭 

 １株当たり当期純利益金額        97円32銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額に

ついては、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
第23期事業年度 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当期純利益（千円） 193,771 279,049 

普通株主に帰属しない金額（千円） － 8,475 

普通株式に係る当期純利益（千円） 193,771 270,574 

期中平均株式数（千株） 19,910 1,996 



（重要な後発事象） 

第23期事業年度 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第24期事業年度 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

当社は、平成17年３月25日開催の定時株主総会におい

て、株式併合の決議をしております。 

当該株式の併合の内容は、以下のとおりであります。 

 － 

(1）株式併合の目的 

発行済株式数の適正化を図るため 

 

(2）株式併合の方法 

発行済株式総数19,910,000株について、10株を１株

に併合して、1,991,000株と致します。なお、株式併

合にあわせて、単元株式制度を採用し、一単元の株

式数を100株にしております。 

 

(3）株式併合の時期 

株券提出最終期日  平成17年４月10日 

株式併合の効力日  平成17年４月11日 

 

(4）当該株式併合が前期首において行われたと仮定した

場合における（１株当たり情報）の各数値はそれぞ

れ以下のとおりであります。 

 

第22期事業年度 第23期事業年度 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

637円11銭 739円94銭 

１株当たり当期純利益金
額 

１株当たり当期純利益金
額 

125円94銭 97円32銭 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が

存在しないため記載して

おりません。 

なお、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益金額

については、潜在株式が

存在しないため記載して

おりません。 

 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

三洋信販株式会社 4,950 41,877 

株式会社ベルス 100 0 

北海道オフィス・システム株式会社 304 15,200 

計 5,354 57,077 



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 当期増加額及び減少額のうち主なものは次のとおりであります。 

 工具器具備品 増加額  主に情報関連機器の購入によるものです。 

 減少額  情報関連機器のリース売却のよるものです。 

 長期前払費用 減少額  本社ビル権利金の償却終了によるものです。 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産               

建物 196,915 － － 196,915 110,328 17,123 86,586 

工具器具備品 201,213 35,737 29,565 207,385 125,857 43,092 81,528 

有形固定資産計 398,128 35,737 29,565 404,301 236,185 60,216 168,115 

無形固定資産               

営業権 639,326 － － 639,326 441,888 127,873 197,437 

ソフトウェア 122,357 14,490 19,527 117,320 70,378 14,585 46,941 

電話加入権 16,021 － － 16,021 － － 16,021 

無形固定資産計 777,704 14,490 19,527 772,667 512,267 142,458 260,400 

長期前払費用 56,129 － 55,398 730 － 2,750 730 

繰延資産 － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 



【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）の貸借対照表日後５年間の返済予定額は以下のとおりで

あります。 

【資本金等明細表】 

 （注） １．資本金、既発行株式、株式払込剰余金の当期増加額は、平成17年12月14日に有償一般募集により、増資し

たことによるものであります。 

 ２．既発行株式の当期減少は、平成17年４月11日に、10株を１株に併合したことによるものであります。 

 ３．利益準備金の当期増加額は、前期決算の利益処分による利益の配当に伴う積立によるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額2,004千円及び債権回収によ

る取崩額259千円であります。 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 175,000 75,000 1.1 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 50,000 50,000 2.36 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 75,000 25,000 2.36 平成19年６月７日 

その他の有利子負債 － － － － 

計 300,000 150,000 － － 

  
１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

長期借入金 25,000 － － － 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円）(注）１ 1,092,443 85,000 － 1,177,443 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注）１,２ （株） (19,910,000) (100,000) (17,919,000) (2,091,000) 

普通株式 （千円） 1,092,443 85,000 － 1,177,443 

計 （株） (19,910,000) (100,000) (17,919,000) (2,091,000) 

計 （千円） 1,092,443 85,000 － 1,177,443 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）           

株式払込剰余金（注）１ （千円） 175,476 150,000 － 325,476 

計 （千円） 175,476 150,000 － 325,476 

利益準備金 
（利益準備金）（注）３ （千円） － 4,978 － 4,978 

計 （千円） － 4,978 － 4,978 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 77,921 3,518 55,757 2,263 23,418 

役員退職慰労引当金 25,687 12,092 － － 37,779 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 34 

預金   

当座預金 1,621,618 

普通預金 79,735 

小計 1,701,353 

合計 1,701,387 

相手先 金額（千円） 

株式会社アルプス物流 19,642 

ＳＭＣ株式会社 4,974 

太平電業株式会社 4,197 

株式会社ナリス化粧品 2,440 

アトミクス株式会社 1,605 

その他 763 

合計 33,623 

期日別 金額（千円） 

平成18年１月 17,884 

２月 2,850 

３月 9,046 

４月 3,201 

５月以降 641 

合計 33,623 



ハ．売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

ニ．商品 

ホ．仕掛品 

② 固定資産 

イ．繰延税金資産 

繰延税金資産は、流動資産と固定資産の合計で486,915千円であり、その内容については「財務諸表等 

(1）財務諸表 注記事項（税効果会計関係）」に記載しております。 

相手先 金額（千円） 

日本アイ・ビー・エム株式会社 269,610 

株式会社リクルート 80,680 

オリックス・システム株式会社 59,941 

兼松エレクトロニクス株式会社 45,037 

株式会社ウェッズ 43,320 

その他 1,519,298 

合計 2,017,889 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

2,422,547 14,289,981 14,694,639 2,017,889 87.9 56.7 

品目 金額（千円） 

ＩＢＭ製コンピューター及び関連機器 9,614 

その他の製品 1,337 

保守部品 195,580 

合計 206,532 

品目 金額（千円） 

受託開発ソフトウェア 44,821 

合計 44,821 



ロ．差入保証金 

③ 流動負債 

イ．買掛金 

ロ．前受収益 

④ 固定負債 

イ．退職給付引当金 

退職給付引当金は、979,215千円であり、その内容については「財務諸表等 (1）財務諸表 注記事項（退

職給付関係）」に記載しております。 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

住友不動産株式会社 221,356 

ユニチカビルディング株式会社 39,433 

有限会社世田谷プロパティーズ 28,133 

株式会社ＴＡＫプロパティ 5,607 

株式会社ケーヨー企画 3,500 

その他 26,793 

合計 324,823 

相手先 金額（千円） 

日本情報通信株式会社 358,861 

日本アイ・ビー・エム株式会社 139,541 

ソフトバンクＢＢ株式会社 118,712 

レノボ・ジャパン株式会社 76,148 

ＮＥＣインフロンティア株式会社 33,802 

その他 520,760 

合計 1,247,826 

 相手先  金額（千円） 

 株式会社リクルート 28,606 

 ダイヤモンドコンピューターサービス株式会社 21,968 

 キャノン販売株式会社 19,794 

 全日空システム企画株式会社 17,705 

 日本通運株式会社 10,099 

 その他 289,576 

 合計 387,751 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

 （注） 当社は、日本経済新聞における決算公告に代えて、当社のホームページ（URL http://www.nos.co.jp)に貸借

対照表及び損益計算書を掲載しております。 

決算期 12月31日 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 100株券、1,000株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 100株 

株式の名義書換え   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

代理人 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 

中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 本店 

代理人 東京都港区芝三丁目33番１号 

中央三井信託銀行株式会社 

取次所 中央三井信託銀行株式会社 全国各支店 

日本証券代行株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 
株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 
日本経済新聞（注） 

株主に対する特典 
該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

  当社は親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書（有償一般募集増資及び売出し）及びその添付書類 

 平成17年11月14日関東財務局長に提出。 

(2）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年11月28日及び平成17年12月６日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月１１日

日本オフィス・システム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本オフィス・シス

テム株式会社の平成１６年１月１日から平成１６年１２月３１日までの第２３期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本オフィス・シス

テム株式会社の平成１６年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券届出書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
代表社員
関与社員 

公認会計士 石 黒   訓 

      



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年３月３０日

日本オフィス・システム株式会社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本オフィス・シス

テム株式会社の平成１７年１月１日から平成１７年１２月３１日までの第２４期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益

計算書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、日本オフィス・シス

テム株式会社の平成１７年１２月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの

状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 富 永 正 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 石 黒   訓 
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